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外国人に対する医療行為をめぐる問題
─その実態調査から─
札幌医科大学保健医療学部看護学科
門　間　正　子
要　　　旨
交通機関の発達や情報伝達手段の発達に伴い、人の生活は一国内にとどまらず、ますます国境を越え
て国際的に営まれるようになってきた。医療行為についても同様のことがいえる。外国の施設で診療を
受ける、または患者が外国の国籍を有するなどという渉外的要素を含む医療行為の数はますます増加す
る傾向にある。そしてこの増加に伴って、種々の問題が生じることが予測される。
本研究では、過去５年間のわが国において実施された外国人に対する医療行為の20事例について調査
し、法律的な視点をも加えて検討した。その結果、多くの事例が縁故者や支援者を頼って、医療を受け
ていることが明かとなった。今後は、基金の設立や受入れ基準の設定、緊急時の速やかな回答のための
合同機関の確立、専門的通訳者の常駐が切望される。さらに、患者側と医療者側の関係から発生しうる
私法的問題に備え、事前に当該医療契約の準拠法を指定することが重要である。
＜索引用語＞　外国人医療、渉外的医療契約、準拠法
緒　　言
交通機関の発達や情報伝達手段の発達に伴い、人の生
活は一国内にとどまらず、ますます国境を越えて国際的
に営まれるようになってきた。医療行為についても同様
のことがいえよう。たとえば、わが国では実施されてい
ない診療手段を求め国内から外国に赴き、あるいは外国
を旅行中事故に遭い、外国の医療施設で医療行為を受け
る場合、また反対に外国からわが国に診療を求めたり、
わが国を旅行中の外国人が事故に遭い、わが国の医療施
設で医療行為を受ける場合などが考えられよう。とくに
後者については、1980年代後半から1990年代にはいり、
東西ドイツの統一やソビエト社会主義共和国連邦（以下、
ソ連と略す）の消滅に象徴される、東西冷戦の終結・社
会主義体制の崩壊という世界情勢の変化に伴い、従来は
交流のみられなかった地域からの医療要請が増加しつつ
ある。
このように外国の施設で診療を受ける、または患者が
外国の国籍を有する、などという渉外的要素を含む医療
行為の数はますます増加する傾向にある。そしてこの増
加に伴って、種々の問題が生じることが予測される。た
とえば、日本においては国民皆保険などの社会保障政策
が実施され、日本人（一定の要件を満たした外国人も）
が診療を受ける場合であれば、ほとんどの場合が保険診
療であり、自由診療を除いては医療費を患者が全額負担
するという事態は発生しない。しかし、外国人の診療が
増加し、自由診療で医療行為が行われた場合、患者であ
る外国人の支払能力を越えた医療費が請求され、結果的
に医療費が支払われないまま回収の手段もなく、結局医
療施設側が負担せざるをえないというような事態が生じ
てくる１.２）。
また、言葉の違いから、患者側と医療者側の意思の疎
通が不十分なことにより、紛争が発生することも考えら
れる。
本研究では、渉外的要素を含む医療行為の中でも、わ
が国で実際に医療行為が行われた20事例について、その
際にどのような手続き、処理がなされていたかを調査し、
法律的な視点をも加えて検討した。
対象と方法
対象は、1989年から1993年までの、朝日新聞、毎日新
聞、読売新聞、北海道新聞の各紙面から38例を抽出し、
著者連絡先：門間正子　060 札幌市中央区南１条西17丁目　札幌医科大学保健医療学部看護学科
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診療が行われた医療施設に研究目的を説明し協力の得ら
れた19事例に、医療施設から紹介された１事例を加えた
20事例である。
前述の協力を得られた医療施設の事務部門担当者に対
し、事例の一般的背景（国籍・住所・年齢・性別）、医
療行為の申込・内容、医療費支払の態様、保証人・通訳
者についての調査用紙を郵送し回答を得た。
結　　果
１.事例の一般的背景（表１）
１）事例の国籍・住所
20事例中、在米韓国人である事例１を除く19事例の
国籍・住所は、旧ソ連圏であった。この19事例中、国
籍・住所がソ連（当時）であるのは10事例で、うち８
事例（事例2・事例3・事例4・事例5・事例6・事例9・
表１　事例の背景の概要
ﾂ
ﾂ
ﾂ
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事例10・事例11）はロシア共和国に住所を有し、２事
例（事例7・事例8）はウクライナ共和国に住所を有し
ていた。
1991年12月のソ連崩壊後の事例では、国籍・住所は、
７事例（事例12・事例13・事例15・事例16・事例17・
事例18・事例20）がロシア連邦共和国、１事例（事例
19）がウクライナ共和国であった。事例14は、国籍は
アルメニア共和国、住所はロシア連邦共和国（以下、
ロシアと略す）であった。
なお、20事例中、事例3と事例9は同一人である。
２）事例の性別・年齢
事例の性別は、20事例中、男性12事例、女性８事例
であった。
年齢が18歳未満の者は13事例であった（事例3・事
例4・事例6・事例7・事例8・事例9・事例10・事例
12・事例13・事例15・事例17・事例19・事例20）。こ
の13事例は、全て旧ソ連またはロシアの国籍を有する
者であるので、旧ソ連およびロシアの民法により未成
年者となる３）。
２.医療行為の態様
１）診療の申込（表１）
20事例中、３事例（事例1・事例12・事例18）が日
本国内で診療の申込がなされていた。事例12は、母親
が日本での診療を希望して来日し、来日後、日本の医
療施設に申込をしている。事例1と事例18は、日本滞
在中に発病する、あるいは事故に遭うという緊急性の
高い状態であり、日本で診療を受けざるを得ない状況
であった。
残る１７事例は、外国で診療の申込がなされていた。
このうち緊急の医療要請がなされた事例は、７事例
（事例2・事例3・事例4・事例5・事例10・事例14・事
例16）で、日本の周辺海域で操業中または航行中の船
舶からの要請が３事例（事例2・事例5・事例16）、外
交ルートを通じた要請が４事例（事例3・事例4・事例
10・事例14）であった。この中でも事例3は、ソ連
（当時）から外交ルートを通じて医療要請のあった、
初めてのケースである。患者輸送のためとはいえ、日
本の海上保安庁機をソ連（当時）に乗り入れたこと、
人道的見地から、法務局が仮上陸を許可し査証なしで
入国させたこと４）など、従来では考えられなかった事
態が出現したために、世間の関心を集めた事例である。
これら４事例の医療要請から病院到着までに要した
時間は、最短20時間10分、最長33時間09分であった
（表２）。このうち、医療要請の第１報から受諾回答ま
でに要した時間は、最短10時間31分、最長23時間15分
であり、受諾回答から病院到着までに要した時間は、
最短5時間25分、最長9時間59分であった。受諾回答ま
でに時間を要していたことが分る。
外国で診療の申込がなされた事例のうち、緊急性の
高くない事例では、縁故者を頼って、あるいは患者や
その家族の窮状をみた支援者が援助を申し出ることに
よって、診療の申込がなされていた。
２）医療施設（表３）
国（厚生省および文部省）が開設者である医療施設
で診療を受けたのは、３事例（事例6・事例11・事例
15）であり、都道府県および市町村が開設者である医
療施設で診療を受けたのは、10事例（事例2・事例3・
事例4・事例5・事例9・事例10・事例12・事例14・事
例16・事例20）であった。その他の事例（事例1・事
例7・事例8・事例13・事例17・事例18・事例19）は、
医療法人、私立大学および日本赤十字社が開設者であ
る医療施設で診療を受けていた。医師個人が開設者で
ある医療施設で診療を受けた事例はなかった。
なお、外来診療のみであった事例12以外の19事例は、
入院して診療を受けていた。
入院にあたっての入院申込書等の書類は、それぞれ
の医療施設で用意されている書式が用いられていた。
３.医療費支払の態様（表４）
表２　患者の搬入依頼経路と搬入までの時間
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全ての事例が自由診療で医療行為が行われていた。自
由診療における診療報酬算定基準は、それぞれの医療施
設開設者が設定しており、その基準に則って算定され患
者側に請求されていた。
医療費の総額について回答のあったものは14事例であ
った。このうち診療の内容によるが、最低額は外来診療
のみであった事例12の6万8,049円で、最高額は重症熱傷
で集中治療と計11回の手術を受けた事例10の2,109万0,
253円であった。医療費総額が10万円未満は事例12の１
事例のみであり、10万円以上100万円未満は３事例、100
万円以上1,000万円未満は６事例、1,000万円以上の医療
費がかかったものは３事例であり、いずれも重症熱傷の
患者であった。
全事例中、事例1のみが全額未納であり、退院時誓約
書を交わしたにも関わらず支払われておらず、結局、医
療施設側が負担したという結果になった。
船舶上での発病および事故の事例（事例2・事例5・事
例16）の場合は、傭船者であると思われる運輸会社ある
いは海運会社が加入している保険で医療費が支払われ
た。
日本国内で交通事故に遭った事例18の場合は、加害者
が加入していた保険で医療費が支払われた。
表３　医療行為の態様（１）
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その他の事例では、医療費は全額支払われており、保
証人となった支援者が医療費を支払った事例が多数であ
った。日本国内で支援の声が挙がり、基金が設立された
り募金が集められたりし、それを医療費や滞在にかかる
費用に当てたという事例も多くみられた（事例3・事例
4・事例6・事例7・事例9・事例10・事例13・事例17・事
例19・事例20）。
表４　医療行為の態様（２）
中
中
中
管
管
管
ツ
500万円相当は見舞金で、残額は父親
所属のユジノサハリンスク市軍委員会の援助
要請を受けてT漁業会社（保証人）とサハリ
ンの合弁会社から遅れて支払われた
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４.保証人（表３）
20事例中事例12は、外来診療のみであったので、保証
人は必要なかった。
事例の肉親や知人など、個人が保証人となっていたの
は、４事例（事例1・事例6・事例7・事例8）であった。
それ以外の15事例は、事例に関係する日本法人や事例を
支援する団体の代表者が保証人となっていた。このうち
４事例は、外交ルートを通じて医療要請がなされた事例
であり、公的機関が受入れを決定したため、受入自治体
の知事や市長が保証人となっていた。
５.通訳者（表３）
調査した範囲では、外交ルートを通じて医療要請があ
り、公的機関が受入を決定した５事例（事例3・事例4・
事例9・事例10・事例14）では、受入自治体の国際交流
課がボランテイアの通訳者を手配し、数名の通訳者の配
置を決定していた。それ以外の事例では、事例18のみが
受入自治体の国際交流課から通訳者が派遣されており、
有償であった。この経費は保証人が負担している。その
他の事例では、保証人が通訳者を手配していることが多
く、医療施設が関与することはほとんどみられなかった。
保証人が通訳者を手配した事例では、有償であったか無
償であったかなどの、詳しい状況は不明であった。
６.その他（表４）
事例とその家族の渡航手段・費用、日本滞在中の世話
など、医療行為の実施に関わる事項については、以下の
とおりであった。
１）渡航手段・費用について
船舶上での発病または事故の３事例（事例2・事例
５・事例16）は、海上保安庁から派遣された巡視艇に
よって搬送されている。
外交ルートを通じて医療要請された４事例（事例
３・事例4・事例10・事例14）は、双方の公的機関が
準備した輸送手段によって渡航している。とくに事例
３は、日本の海上保安庁機がソ連（当時）に乗り入れ
た初のケースであった。また、この４事例の患者とそ
の家族の入国に関しては、査証の発行まで数日を要す
るため、法務省入国管理局が出入国管理及び難民認定
法17条を適用し、仮上陸を許可している。
渡航費用を自費でまかなったと回答があったのは、
１事例（事例6）のみであった。その他の事例は、渡
航費用については無回答であった。
２）日本滞在中の世話について
日本滞在中の世話は、外交ルートを通じて医療要請
された４事例（事例3・事例4・事例10・事例14）につ
いては、受入自治体の国際交流課と、医療施設の病院
管理課によって行なわれていた。このうち事例3と事
例4は、患者に付添って来日した家族以外の家族の入
国のため、受入自治体から招請状が発行された。
その他の事例については、多くが事例が頼った縁故
者や、援助を申し出た支援者および支援団体によって、
滞在中の世話がなされていた。
６事例（事例1・事例5・事例8・事例15・事例16・
事例18）については、無回答であった。
３）その他
20事例中１事例（事例12）に、帰国後も自宅で治療
が継続できるように、医療施設から在宅治療器具が贈
られた。また、製薬会社からは、帰国後治療薬を送る
という申し出がなされた。
考　　察
１．事例の国籍・住所
事例の国籍・住所は旧ソ連圏に集中していた。日本と
旧ソ連圏との医療水準・医療環境を比較すると、日本の
方が現在のところ優れているといえるであろう。そのた
め、旧ソ連圏の人々がより良い医療を求めた結果、事例
の国籍・住所が旧ソ連圏に集中したものと考えられる。
また、事例の抽出を新聞紙面に依ったことも、旧ソ連
圏に集中した一因であると考えられる。東西の冷戦構造
の緩和、社会主義体制の崩壊という世界情勢の中、従来
では起こり得なかった旧ソ連圏からの医療要請が相次
ぎ、医療を介して、日本と旧ソ連圏との民間レベルでの
交流が盛んになった。このことにより、人々の注目を浴
び、畢竟、新聞紙面において記事として取り上げられる
可能性が多くなり、したがって、本研究で取り上げた事
例の国籍・住所が旧ソ連圏に集中したものと考えられ
る。
２．医療行為の態様
日本国内および日本の周辺海域で操業中または航行中
の船舶において、発病または事故に遭い、緊急に医療を
要請した５事例（事例1・事例2・事例5・事例16・事例
18）以外は、縁故者を頼ったり、支援者（団体を含む）
を求めるか、支援者の方で援助を申し出るかによって、
日本で診療を受けることが可能となっている。
旧ソ連圏からわが国に入国するには、査証が必要であ
り、査証の発給を容易にするには、法務大臣の発給する
在留資格認定証明書の制度を利用することが望ましい５）。
この在留資格認定証明書の交付は、日本国内に居住する
代理人が申請するのが普通である６）。
したがって、旧ソ連圏から診療を受けることを目的に
入国しようとする場合、この申請を依頼すべき縁故者や
支援者を求めざるを得ないということになったのではな
いだろうか。そして、この縁故者や支援者が医療行為に
おける保証人となり、患者とその家族の渡航や滞在、医
療費をも含めた医療行為にかかる費用について援助を行
なっていた。
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健康な生活は人類共通の願いである。この願いが、疾
病の克服とよりよい健康をめざして、今日の医療の進歩
を実現させたといっても過言ではない。しかし、世界の
諸国がおしなべて高度な医療水準を擁しているわけでは
なく、わが国では既に克服されたと考えられる疾病によ
って、なお多くの人々が死亡する地域が存在することも
また事実である。情報の伝達手段や交通の手段が発達し
ている現代では、自国で不可能な治療を外国に求めるこ
とは、容易に理解できることであり、今後も外国からの
医療要請は増加することが予測される。その場合、頼る
ことのできる縁故者や援助を申し出てくれる支援者が得
られればよいが、そのような者を得ることができない場
合は、医療要請に応えることができないという事態も起
こり得る。
また、医療費を含む日本で医療行為を受けるための費
用についても、同様のことがいえよう。実に20事例中１
３事例が、保証人となった縁故者や支援者によって、医
療費の支払がなされている。
また、８事例が、支援者や医療施設職員らの呼びかけ
による募金を、医療行為を受けるための費用に充ててい
る。特に事例3の場合、ソ連（当時）からの初の緊急医
療要請のケースであり、患者が幼児でもあったため、報
道も大きくなされ世間の関心を集めた。このため全国か
らの見舞金は１億円以上にものぼった。この見舞金が、
医療費をはじめとした、患者と家族の日本滞在にかかる
費用に充てられ、また再来日して治療を受ける際の費用
にも充てられた（事例9）。
しかし、その後の類似の事例（事例4・事例10）では、
見舞金の金額は約1,200万円、500万円と、当然少なくな
っており、受入を決定する際に医療費の支払の確約を求
めるようになっている。
外国人といえども、医療行為に対しては、対価として
の医療費を支払わなければならない。しかも、重症の傷
病による医療要請の場合は、医療費は高額となり、自由
診療のため全額患者が支払わなければならない。さらに、
経済格差もあり、支払能力を越える額になってしまうで
あろうことは容易に予測される。これらに対し、善意の
見舞金などで対処するには限界があることは明白であ
る。
以上のことから、今後も外国からの医療要請に応える
ためには、基金等を確立し、明確な受入れ基準を設定す
る必要があると考える。その意味では、事例3に寄せら
れた見舞金で「日ソ（当時、後の日ロ）医学交流基金」
が設立されたことは、意義が大きいといえる。
さらに、外交ルートを通じてソ連（当時）から医療要
請がなされた４事例の、その受入れまでに要した時間に
ついて言及したい。
これらの事例については、受諾回答から病院到着より
も、医療要請の第１報から受諾回答に時間を要している。
これは、受入れ先の決定、入国の問題、入国経路の防衛
上の問題等を協議するためであると考えられる。これら
の事例の中には、生命に関わる重篤な状態の患者もおり、
手続きの遅滞により致命的な結果を招くことも考えられ
る。このような緊急医療要請があった場合、速やかに回
答できるような、情報の伝達手段や、手続上の処理方法
に対処するための、合同機関の確立が切望される。
３．通訳者
ほとんどの事例が、通訳者を患者側で手配していた。
医療が円滑に実施されるためには、患者側と医療者側の
意思の疎通は不可欠である。しかも、医療行為における
通訳者には、専門的な知識も要求されることが多いであ
ろう。一方、わが国において、外国人が診療を受ける機
会は今後も増加することが予測される。このような外国
人のために、せめて公的機関での、医療行為や症状に関
する専門的知識や専門的用語に精通した通訳者の養成と
常駐が望まれる。
４．渉外的要素を含む医療行為の法的性格と準拠法の指
定
医療行為の実施にあたっては、医療行為を受ける側と
医療行為を実施する側との関係を、明確かつ適正に確立
することが重要である。通常、医療を受ける側の患者と
医療の提供者である医師（病院開設者）との関係は、医
療契約と解することができる７～10）。患者と医師との関係
を医療契約ととらえる考え方は、わが国のみならず、多
くの国で認められている11）。
本研究では、患者が外国人である医療行為の事例を取
り上げている。このような外国の要素を含む医療契約を
渉外的医療契約と呼ぶ12）。渉外的医療契約を規整するに
は、国際私法が適用されなくてはならない。
国際私法とは、渉外的な要素が含まれた人の私法関係
に適用すべき法を指定する法則であり13）、わが国では法
例がこれにあたる。また、国際私法により指定される法
を準拠法という。
渉外的医療行為は契約という債権行為であるので、法
例７条が適用され準拠法が決定される14）。法例７条は１
項で、「法律行為ノ成立及ビ効力ニ付テハ当事者ノ意思
ニ従ヒ其何レノ国ノ法律ニ依ルベキカヲ定ム」と規定し
ているので、当該の渉外的医療契約の準拠法は、患者と
医師（病院開設者）双方の合意により決定することがで
きる。
本研究で取り上げた20事例においては、医療行為の開
始から終了に至るまで、患者側、医療者側双方に準拠法
を指定するという明確な意思表示は認められなかった。
むしろ、そのような意識さえなかったように思われる。
医療の目的は、全ての人々が健康な生活を過せるよう
にすることである。このため、国は具体的な立法措置を
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講じており、医療に関する法規は、基本法規としての医
療法を始めとして、きわめて多数にのぼる。したがって、
渉外的要素を含む医療行為は、その医療行為が行なわれ
る医療施設が存在する国の公法的規整を当然に受けるこ
とになる。この公法的規整の範囲が広いため、患者側医
療者側双方に私法的な規整に対する意識が薄く、よって、
準拠法を指定するという明確な意思表示が認められなか
ったものと考えられる。
当事者双方に当該の医療契約の準拠法を指定するとい
う明確な意思表示がない場合、あらゆる事情から黙示の意
思を探求すべきである、というのが今日の通説である16～18）。
したがって、本研究の20事例の場合、その医療行為の態
様、医療費支払の態様などから、患者側医療者側双方は、
いずれの国の法律（この場合は民法や民事訴訟法）に従
って医療契約を履行する積りであったのか、という意思
を探求しなければならない。
本研究の20事例の患者側の意思としては、日本の医療
施設で診療を受けることに同意し、または日本の医療施
設で診療を受けることを積極的に希望し入国しているこ
と、日本の医療施設側がその規定にしたがって算定した
医療費の支払に応じていること（事例1は現実には未払
いであるが、支払に応じる意思は表明していた）、入院
に関する手続きが医療施設開設者の定めた手続きで行な
われていたことから、医療施設の所在地である日本の法
律を準拠法とする意思が推定できる。
一方、医療者側の意思としては、診療に関する手続
き・医療費の算定・医療行為の内容など、医療行為の開
始から終了まで、全て通常行われていると同様の態様で
実施されており、患者が外国人であろうと、国外からの
医療要請であろうと、日本法以外の法の適用は予定して
いなかったのではないかと考えられる。
これらのことから、本研究で取り上げた20事例に関し
ては、全ての事例が日本法に準拠する意思を有していた
ものと考えられる。
外国人に対する医療行為が安全に履行され、本来の目
的を達成するためには、外国人である患者側と日本の医
療者側との関係を、適正かつ明確に確立しておかなけれ
ばならない。
たとえば、医療費の支払がなされない、あるいは医療
事故が発生し損害倍賞請求がなされたなどという紛争が
生じた場合は、医療契約上の債務不履行にあたるため
（後者の場合、不法行為に由来する損害倍賞請求権とす
る法理論も適用されうるが、ここでは省略する）、当該
の医療契約を規律する法にしたがい解決されることにな
る。この場合、この法律は当事者が自由に指定できるた
め、医療行為が行なわれた国の法律になるとは限らない。
したがって、事前に、どこの国の法に準拠して紛争を解
決するのかを、患者側医療者側双方が意識し、合意の上
取り決めておくことが重要である。ただし、緊急医療要
請の場合は、当然、患者の生命を救うことが最優先事項
である。このような場合は、医療契約が終了するまでに、
患者側医療者側双方で取り決めておく、あるいは確認し
ておくことが望ましい。
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Problems Concerning International Medical Procedures for Foreigners
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Abstract
As transportation systems and information have become more easily available, our activities have
come to be conducted not only within our own countries, but beyond national boundaries. The same
can be said to be true of the medical pr-ofessions. Apart from additional health care, this also creates
more managerial work. Therefore, the increase of foreign patients will produce unique problems as
well. In this study, I examined about 20 foreign patients who needed medical management. All of
them had been treated in Japan within the past five years. 
As a result of this investigation, it became clear that many of these patients depended on help
from acquaintances or volunteers. In the future it will be 
necessary to have interpreters among the staff to help foregners and to establish a standard for
acceptable treatment of foreign patients. In addition, it will be increasingly necessary to establish a
system to deal with emergencies. Furthermore, it will be important to decide on applicable laws to
be used as a framework for international medical contracts, drawn up to settle legal disputes which
may arise as a result of contact between foreign patients and medical staff.
Key words : Medical procedure, Foreigner, International medical contract, Applicable law
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